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第1章
信書便事業の現況

通信手段の一つである信書の送達の事業は、130年以上もの間、

郵便事業として国が独占して行ってきましたが、

平成15年4月から信書便法が施行され、

郵便事業とは別の信書便事業として、

民間事業者の参入する途が開かれました。

この章では、「信書」とはどのようなものか、

信書便事業にはどれくらいの事業者が参入し、

どのようなサービスを提供しているのかといったことをご紹介します。
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■ 書籍の類
類例：新聞、雑誌、会報、会誌、手帳、カレンダー、ポスター

■ カタログ

■ 小切手の類
類例：手形、株券

■ プリペイドカードの類
類例：商品券、図書券

■ 乗車券の類
類例：航空券、定期券、入場券

■ クレジットカードの類
類例：キャッシュカード、ローンカード

■ 会員カードの類
類例：入会証、ポイントカード、マイレージカード

■ ダイレクトメール
・専ら街頭における配布や新聞折り込みを前提として作成され

るチラシのようなもの

・専ら店頭における配布を前提として作成されるパンフレット

やリーフレットのようなもの

1 「信書」とは

「信書」とは、はがきや手紙のように、特定の

受取人に対して、差し出した人の意思を表示した

り、事実を通知する文書をいいます。

はがきや手紙のほかにも、請求書や契約書、招

待状、証明書、一部のダイレクトメールなども、

特定の受取人に対し内容を伝えるために送付する

場合は「信書」に該当します。

「信書」は通信手段であり、憲法が保障する通

信の秘密を保護する必要があることから、「信書」

についての秘密を侵すことは禁止されています

（Ｐ42参照）。また、他人の「信書」の送達の事業

は、郵便事業株式会社と信書便事業者のみ行うこ

とができ、宅配便やメール便で「信書」の送付を

行うことは禁止されています（Ｐ26～27 参照）。

なお、信書便法では、「信書」そのものだけで

はなく、信書の包装及びその包装に封入される信

書以外の物を含めた「信書便物」を単位として、

様々な取扱いを定めています。

信書に該当しない文書の例

■ 書状

■ 請求書の類
類例：納品書、領収書、見積書、願書、申込書、申請書、

申告書、依頼書、契約書、照会書、回答書、承諾書

■ 会議招集通知の類
類例：結婚式等の招待状、業務を報告する文書

■ 許可書の類
類例：免許証、認定書、表彰状

■ 証明書の類
類例：印鑑証明書、納税証明書、戸籍謄本、住民票の写し

■ ダイレクトメール
・文書自体に受取人が記載されている文書

・商品の購入等利用関係、契約関係等特定の受取人に差し出す

趣旨が明らかな文言が記載されている文書

信書に該当する文書の例
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2 信書便事業の類型

信書便事業には、以下の２つの類型があります。
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3 主な信書便サービス

現在、信書便事業者が提供している主なサービ

スをご紹介します。

（1）巡回集配サービス

対象信書の例：通知文書、依頼文書、

指示文書

一定のルートを巡回して、各地点で信書便物

を順次引き受け、配達するサービスです。企業

（本社、支社間ほか）や自治体（本庁、出張所、

学校、図書館ほか）、大学（キャンパス間ほか）

などで利用されています。

【依頼】○○について

平素より・・・

さて、○○についてお願い

いたしたく、・・・
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（2）定期集配サービス

対象信書の例：通知文書、指示文書、請求書

一定のルートを定期的に運行して、各地点で

信書便物を順次引き受け、配達するサービスで

す。企業の内部（本社から支社、支社から営業

所ほか）や、企業間（取引先間ほか）などで利

用されています。

【通知】○○について

平素より・・・

さて、○○については、

・・・
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（3）ビジネス文書の急送サービス

対象信書の例：請求書、領収書、見積書

請求書や領収書などの信書便物について、比

較的近い距離や限定された区域内を急送する

サービスです。引き受けた配送員がそのまま直

接配達する方法と、ハブ機能をもたせた営業所

を経由して運びつなぐ方法があります。

【請求書】

下記のとおりご請求申し上げます。

ご請求金額□□□円

第1章　信書便事業の現況

本 編　8



第
1
章

第
2
章

第
3
章

コ
ラ
ム

資
料
編

本 編　9



第1章　信書便事業の現況

本 編　10

（4）メッセージカードの配達サービス

対象信書の例：慶弔メッセージ

お祝いやお悔やみといったメッセージをイン

ターネットや電話、ＦＡＸで受け付けた後、配

達先に比較的近い地域でメッセージカードを印

刷し、そのカードを装飾が施された台紙やぬい

ぐるみなどと一緒に配達するサービスです。

新装ご開店、

心からお喜び申し上げます。

今後のご発展・ご繁栄をお祈り

します。・・・
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（5）高セキュリティサービス

対象信書の例：機密性の高い報告書や申込書

機密性の高いビジネス文書などの信書便物に

ついて、専用の箱・コンテナへ収納したり情報

システムを用いて照合確認するなどによりセキ

ュリティを確保しながら、航空機等を利用して

全国に配達するサービスです。

【業務報告書】

ご依頼いただいた○○の

結果について、別添のとおり

ご報告いたします。
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1 参入事業者数と役務の種類別提供者数の

推移

一般信書便事業への参入はないものの、特定信

書便事業への参入は増加を続け、平成19年度末時

点で253 者が参入しています。

役務別に見ると、１号役務を提供する事業者の

増加が目立ちますが、これは、17年度から公文書

の巡回集配業務（Ｐ４参照）を信書便事業者に委

託する自治体が増加し（Ｐ15 参照）、受託を見込ん

で当該業務の実施に比較的なじみやすい１号役務

で参入を行う事業者が多いためと考えられます。

第2節 信書便事業の現況

■ 図表1 参入事業者数（折れ線）と役務の種類別提供者数（縦棒）の推移
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2 参入事業者の経営形態と規模

会社形態の事業者は参入が始まった当初から多

数を占め、現在は全体の約８割となっています。

また、協同組合は、特に16・17年度に相次いで参

入し、現在は１割弱を占めています。こうした会

社や協同組合の多くは、本業である貨物運送事業

の車両や人員、ノウハウを活用して事業を展開し

ています。

他方、少数ながら貨物運送事業以外の分野から

の参入も見られます。特に近年、障がい者の方々

の就労支援の観点から、福祉事業を行うＮＰＯ法

人（特定非営利活動法人）や社会福祉法人が参入

する（Ｐ17参照）など、事業者の経営形態の幅に

広がりが生じています。

また、会社形態の参入事業者を資本金規模別に

見ると、３千万円未満が全体の６割弱を、その中

でも１千万円未満が約15％を占めており、個人事

業主などの存在をあわせ考えると、小規模な事業

者による参入も比較的容易な事業の実態が見て取

れます。

■ 図表3 参入事業者の経営形態（平成19年度末時点）

■ 図表4 会社形態の参入事業者の資本金規模（平成19年度末時点）
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3 提供区域別及び本社所在地別の参入状況

サービスの提供区域を役務別に見ると、１号・

２号役務と比較して、３号役務については広域で

サービスを提供する事業者が多く見られます。

これは、前者が巡回集配サービス（Ｐ４参照）

や急送サービス（Ｐ８参照）など、地域に根ざし

たサービスの提供を行いやすいのに対し、後者は、

メッセージカードの送付サービス（Ｐ10 参照）や

航空機を用いた高セキュリティのサービス（Ｐ12

参照）のように、全国での提供がサービスの魅力

となる場合が比較的多いためと考えられます。

本社所在地別の参入状況を見ると、関東・近

畿・九州に本社を置く事業者が多く見られます。

参入開始の当初は関東・近畿に本社を置く事業者

の参入が目立ったことと比べ、近年は東海・九州

をはじめとして地方に本社を置く事業者の割合が

増加しています。

■ 図表5 役務別・提供区域別の参入状況（平成19 年度末時点）

■ 図表6 本社所在地別の参入状況
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4 引受通数の推移

事業者数の増加にあわせて引受通数も伸びてお

り、平成19年度においては全体で約383万通とな

り、そのうちの約６割を１号役務が占めています。

平成17年度以降、１号役務の引受通数が大きく

増加しましたが、これは、同年度から公文書の巡

回集配業務（Ｐ４参照）を信書便事業者に委託す

る自治体が増え（Ｐ15 参照）、当該サービスが主に

１号役務として提供されたためと考えられます。

■ 図表7 引受通数の推移（単位：万通）
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5 売上高の推移

引受通数の増加にあわせて売上高も伸びてお

り、平成19年度においては売上高全体で約29億円

に達しています。

直近の年度である平成18年度と19年度を役務別

に比較すると、１号、３号の役務において、引受通

数（１号：35％、３号：24％ P19参照。）ととも

に、売上高（１号：45％、３号：28％）も順調に伸

びています。一方で、２号役務は、引受通数で

41％、売上高で17％の減少となりました。（％は

増減率）

■ 図表8 売上高の推移（単位：億円）
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